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 企業の社会貢献への取り組みに関する調査  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問の構成   Ⅰ 方針                                            

        Ⅱ 社会貢献活動                                     

【社会貢献支出】【企業財団や公益信託、助成制度】【現物寄付】【サービスの提供を通じた支援】 

【消費者や顧客を巻き込んだ寄付活動】【自主プログラム】【ＮＰＯとの協働】 

        Ⅲ ボランティア活動支援                                     

       【社員の社会貢献活動への参加促進】 

 Ⅳ 地域との共生                                     

【地域との共生に関する取り組み体制】【地域との共生に関する具体策】 

 Ⅴ 海外における活動                                     

【海外拠点における取り組み体制】【社会貢献活動の方針】【社会貢献活動の内容】 

 Ⅵ 評価・改善・その他                                    

       【目標の設定・評価・改善】【その他】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《評価の視点》 

 「社会の繁栄なくして、企業の繁栄はない」と言われております。ＣＳＲ時代の社会貢献は、自社

の強みを活かし、企業価値の向上を目指して「戦略的に」行われることが期待されます。社会的課題

の把握、目標の設定、実施と評価というサイクルを、市民活動団体などの第三者の参画を得ながら実

施することで、効果的な社会貢献を実現し、企業イメージを向上させて競争力を高めることができま

す。 

 本調査は、第一に社会貢献活動（取り組み体制、市民活動団体への支援・協力、市民活動団体との

協働、社員のボランティア活動支援など）、第二に地域との共生（地域や海外拠点での活動）、第三に

社会貢献活動に関する活動の目標設定・評価・改善について伺います。 

 評価の視点としては、社会的課題の把握や社会ニーズの把握、事業戦略と社会貢献活動との関連性、

市民活動団体との協働による社会貢献活動、社員の社会貢献活動への参加促進、海外を含む地域社会

への配慮、目標設定・評価・改善の全てのプロセスに第三者の視点を取り入れる姿勢が重要であると

考えます。 

【お問合せ先】 特定非営利活動法人 パブリックリソースセンター（担当：杉田、田口、田島） 
          E-mail：sri-info@public.or.jp   電話：03-5540-6256 （10時～16時） 
 

～ ご回答にあたってのお願い ～ 
御社におけるご方針や取り組みが本調査の選択肢に当てはまらない場合、最も近い選択肢

を選び、必要に応じて自由記述欄にご記入いただきたく、よろしくお願い申し上げます。 

■御社「社会貢献」ご回答担当者名 記入欄 

（※後ほどお問合せさせて頂く場合がございますため、以下にご記入ください） 
 

御社名  ご担当部署名  

 

ご担当者名 電話番号 ファクシミリ E-mail 

    

 

～ 関連資料のお願い ～ 
「社会貢献活動報告書」など本調査に関連する資料がありましたら、評価の際の参考とい

たしますのでご送付ください。 
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 Ⅰ 方針・体制  

 

問１ 社会貢献活動（市民活動・ボランティア活動に対する支援、学術・文化・芸術・スポーツの振興に関する支援

など）、または「地域との共生、地域貢献」に関する基本的方針（考え方や重点領域、展開方法など）を明文化し

ていますか。（１つに○） 

１．文言を文書化し、社外にも公表している（企業財団などの設立趣意書は含まない） 

２．文言を文書化しているが、社外には公表していない 

３．特別にはない ⇒問３へ 
 

（※） ここで「市民活動」とは、「市民が中心となって、社会的な課題解決や公益的な活動を自発的に行う非営

利の活動」であり、①福祉・医療・保健、②社会教育、③まちづくり、④環境保全、⑤災害救援、⑥地域安全、

⑦人権・平和・在日外国人支援、⑧国際交流・海外協力・援助、⑨男女共同参画・女性の権利擁護、⑩子ども

の健全育成、⑪ＮＰＯへの支援などを指します。「市民活動」を行う団体としては、特定非営利活動促進法に基

づく特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）のみならず、法人格を持たない任意団体や、同種の社会福祉法人や公

益法人を含むものとします。 

 

  「ボランティア活動」とは、社員を含む市民（個人）が、市民活動に自発的に参加する活動を指します。 

 

  「学術・文化・芸術・スポーツ振興」とは、市民活動団体への支援に加えて、いわゆるメセナ活動や奨学金支給、

大学や研究所への支援を含むものとします。 

 

  「基本的方針」とは、原則として、全体の企業理念とは別に、とくに「社会貢献」または「地域との共生、地域

貢献」に関して策定された、活動展開の重点領域、展開方法などの指針を指します。 

 

  「社外への公表」とは、会社案内、ホームページ、広報誌、ＣＳＲ報告書、新聞・雑誌への掲載など、社外の人々

が容易に入手できるような形態で情報が公開されていることを意味します。 

 

問１－１ 社会貢献に関する基本的な方針をご記入ください。 

（資料などがありましたら、ご記入に代えて、別途ご送付いただくか、ホームページアドレスをご記入いただい

ても結構です） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 社会貢献活動の方針を決める際に、社会的課題や御社の社会貢献活動に対する社会のニーズを把握し、反映さ

せていますか。（１つに○） 

１．社会的課題や社会のニーズを把握し、社会貢献活動の方針に反映させている 

２．社会的課題や社会のニーズを把握しているが、社会貢献活動の方針には反映させていない 

３．社会的課題や社会のニーズは把握していない ⇒問３へ 

 

問２－１ 社会的課題や御社の社会貢献活動に対する社会のニーズは、どのようにして把握していますか。（該当する

ものすべてに○） 

１．社会貢献活動の方針を決めるにあたって、独自の調査を行っている 

２．支援・連携先の市民活動団体や専門家と、意見交換や協議をする機会を持っている 

３．支援・連携先ではない市民活動団体や専門家と、意見交換や協議をする機会を持っている 

４．社員の意見を聞く機会を持っている 

５．その他（                       ） 

 

問３ 社会貢献活動の重点分野は以下のいずれですか。（該当するものすべてに○） 

１．社会福祉 

２．健康・医学 

３．スポーツ 

４．学術・研究 

５．教育・社会教育 

６．文化・芸術 

７．環境 
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８．史跡・伝統文化保存 

９．地域社会の活動 

１０．国際交流・協力 

１１．災害被災地支援 

１２．防災まちづくり支援 

１３．人権 

１４．ＮＰＯの基盤形成 

１５．その他（具体的に）（                                    ） 

 

 Ⅱ 社会貢献活動  

 

【社会貢献支出】 

 

問４ 前年度に御社が社会貢献のために支出した金額（政治献金は含めない）は、過去３年間の平均経常利益（相当

額）の何パーセントにあたりますか。（１つに○） 

（※）支出金額、経常利益ともに連結ではなく単独決算とします。 

財団、公益信託などへの拠出金額も含めてお伺いします。 

該当する３年間のうち、１年のみ赤字だった場合は２年間の平均経常利益に対する割合でお答えください。 

１．過去３年間の平均経常利益の３％以上を社会貢献に支出している 

２．過去３年間の平均経常利益の２％以上３％未満を社会貢献に支出している  

３．過去３年間の平均経常利益の１％以上２％未満を社会貢献に支出している 

４．過去３年間の平均経常利益の１％未満を社会貢献に支出している 

５．複数年度赤字だったため算出できない 

６．把握していない 

７．援助実績がない 

 

【企業財団や公益信託、助成制度】 

 

問５ 企業財団や公益信託、公募で行われる助成制度などがありますか。（１つに○） 

１．自社もしくは企業グループが中心となってつくった企業財団や公益信託がある 

２．財団や公益信託はないが、公募で行われる市民活動への助成制度がある 

３．特にない 

 

【現物寄付】 

 

問６ 過去３年間に、自社商品やコンピューターやオフィス家具のような資材（中古、デッドストックを含む）を、

市民団体、難民、被災者などに無償で提供する支援をしたことがありますか。現物による支援の対象としては、

市民団体以外にも、福祉施設、学校、地域作業所、災害被災者、緊急支援活動など幅広くお考えください。（１つ

に○） 

１．提供したことがある 

２．提供していない ⇒問７へ 

 

問６－１ 概要をお書きください。 

 

 

 

【サービスの提供を通じた支援】 

 

問７ 過去３年間に、サービス（コンピューター操作の無料講習、電化製品の点検、企業広報誌の広告枠の無償提供、

ホームページの無償提供など）を市民団体、難民、被災者などに提供する支援をしたことがありますか。サービ

ス提供の対象としては、市民団体以外にも、福祉施設、学校、地域作業所、災害被災者、緊急支援活動など幅広

 



第８回（2009年度） 

©パブリックリソースセンター （社会貢献） 4 

くお考えください。（１つに○）                                    

１．支援したことがある、または現在している 

２．支援していない ⇒問８へ 

 

問７－１ 概要をお書きください。 

 

 

 

 

【消費者や顧客を巻き込んだ寄付活動】 

 

問８ 過去３年間に、特定の商品やサービスの売り上げの一部を社会・環境問題の解決のために寄付するなど、消費

者や顧客を巻き込んだ寄付活動を実施されていますか。（１つに○） 

（例：飲料1本ごとに売り上げの一部が寄付される、クレジットカードユーザーが使用するたびにカード会社が手数料の一定

割合を寄付に回す、金融機関で融資枠の一部を市民団体にあてる、「国際ボランティア貯金」のように利子の一部が寄付

に回るなど） 

１． 実施している 

２． 実施していない ⇒問９へ 

 

問８－１ 概要をお書きください。 

 

 

 

 

【自主プログラム】 

 
問９ 御社自らが提唱、主催、実施する社会貢献活動についてお伺いします。美術館などの設置、コンサートやフォ

ーラムなどの開催、植林プログラムの実施、福祉的活動の実施、スポーツ教室の開催などの自主事業をしていま

すか。（１つに○） 

１． 実施している 

２． 特別には実施していない ⇒問１０へ 

 

問９－１ 概要をお書きください。（資料などがありましたら、ご記入に代えて、別途ご送付いただくか、ホームペー

ジアドレスをご記入いただいても結構です） 

 

 

 

【ＮＰＯとの協働】 

 

問１０ 過去３年間に、市民活動団体と協働して社会貢献活動を行ったことはありますか。（１つに○） 

１．ある 

２．ない ⇒問１２へ 

 

問１０－１ 市民活動団体との協働について、具体例をお書きください。 

 

 

 

 

問１１ 市民活動団体との協働は、どのように進めていますか。（該当するものすべてに○） 

１．協働相手の市民活動団体を選定するための基準を設けている 
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２．市民活動団体の企画する事業の資金面や広報面で協力している 

３．市民活動団体の企画する事業の実施段階で社員が参画している 

４．企画の段階で市民活動団体と協議して事業内容を決めている 

５．協働した市民活動団体からフィードバックをもらい、次回に活かしている 

６．いずれにもあてはまらない 

 

 Ⅲ ボランティア活動支援  

 

【社員の社会貢献活動への参加促進】 

 

問１２ 職場での募金活動を実施されていますか。（１つに○） 

１．有志が毎月の給与から拠出するなど、会員制の募金活動の仕組みがある 

２．毎月給与から拠出する仕組みはないが、毎年社員の募金を集めて市民活動団体などに寄付を行っている 

３．災害などの緊急時に、単発的に行ったことがある 

４．行ったことはない ⇒問１３へ 

 

問１２－１ 職場での募金活動を実施されている場合、概要をお書きください。 

（資料などがありましたら、ご記入に代えて、別途ご送付いただくか、ホームページアドレスをご記入いただい

ても結構です） 

 

 

 

 

問１３ マッチングギフト（社員が自発的に行う寄付に対して会社が上乗せして寄付をする制度）を実施されていま

すか。(１つに○) 

１．制度があり、継続的に実施している  

２．災害などの緊急時に、単発的に実施している  

３．実施したことはない 

 

問１４ 社員がボランティア活動を行う目的で取得できる休暇や休職制度がありますか。（該当するものすべてに○） 

１．ボランティア休暇制度がある →過去３年間の取得実績（   ）人 

２．ボランティア休職制度がある →過去３年間の取得実績（   ）人 

３．ない 

 

問１５ 上記以外に、社員のボランティア活動を具体的にどのように支援していますか。（該当するものすべてに○） 
１．ボランティア体験の場を社員へ提供（例「ボランティアの日」の実施など）している 

２．社員にボランティア先の斡旋をしている 

３．ボランティア活動や市民活動に参加する社員を表彰する制度がある 

４．社内にボランティア団体や社会貢献活動団体があり、その活動を支援している 

５．ボランティア活動や市民活動に関する情報を社内報、専門情報紙、イントラネットなどで告知している 

６．とくに何もしていない 

 

 Ⅳ 地域との共生  

 

【地域との共生に関する取り組み体制】 

 

問１６ 国内に本社以外の事業所（支社・工場など）がありますか。（１つに○） 

１．ある   

２．ない ⇒問２２へ 
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問１７ 各事業所での地域貢献の取り組み体制についてお伺いします。（該当するものすべてに○） 

１．各事業所には、地域貢献について外部からの問い合わせや要請に応じたり、情報を提供する部署がある 

２．各事業所では、独自に地域貢献活動を企画し、実施している 

３．各事業所では、社員からの意見を積極的に汲み取って地域貢献活動に活かしている 

４．各事業所では、地域と協議したり、助言を求めるなど対話の機会をもっている 

５．各事業所では、地域貢献活動に関する地域での受け止められ方やニーズの調査を行っている  

６．事業所には地域貢献を担当する部署がないが、本社で対応している 

７．とくに取り組み体制はない 

 

【地域との共生に関する具体策】 

 

問１８ 地域の人材育成のために取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．教育機関の設立 

２．教育機関への援助 

３．学校などの教育現場に社員を講師として派遣 

４．インターンの受け入れ 

５．地元雇用の従業員や地元出身者などに対する奨学金制度 

６．とくにない 

 

問１９ 地域との交流を促進するために取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．会社施設の開放 

２．地域住民が参加できる祭りやイベントの実施 

３．地域の文化・芸術活動への助成・協力 

４．地域の行事やイベントへの助成・協力 

５．事業所などの見学の実施 

６．地域情報誌の発行 

７．とくにない  

 

問２０ 地域経済との調和を図るために取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．地域の都市計画・まちづくりへの参加・協力 

２．地域の中小企業に対する技術指導・支援 

３．経済団体や地元自治体が開催する研究会への参加・協力 

４．経済団体や地元自治体が開催するイベントへの参加・協力 

５．地域雇用の積極的創出 

６．商品や資材の地元調達 

７．とくにない 

 

問２１ 地域との共生、地域貢献に関連する活動について、ＣＳＲ報告書やホームページ等に記載していますか。（１

つに○） 

１．記載している 

２．記載していない 

 

 Ⅴ 海外における活動  

 

【海外拠点における取り組み体制】 

 

問２２ 御社の事業拠点についてお伺いします。（１つに○） 

１．国外にも生産拠点あるいは販売拠点をもっている 

２．国外にも事業拠点をもっているが、生産拠点も販売拠点もない ⇒問３０へ 
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３．事業拠点は国内のみである ⇒問３０へ 

 

問２２－１ 海外において、製造業の場合は従業員数が、製造業以外の場合は売上高が大きい国を３つまで順番にお

書き下さい（1か国に集中し他の国のウェイトが低い場合は1か国でも結構です）。 

   １  ２ ３ 

 

【問２２－１でお答えいただいた国における社会貢献活動の方針】 

 

問２３ 問２２－１でお答えいただいた国において、社会貢献活動を実施していますか。（１つに○） 

１．実施している 

２．実施していない ⇒問３０へ 

３．把握していない ⇒問３０へ 

 

問２４ 問２２－１でお答えいただいた国における社会貢献活動の方針（考え方や重点領域、展開方法など）につい

てお伺いします。（１つに○） 

１．本社において、国内外のグループとしての社会貢献活動の方針を策定している ⇒問２５へ 

２．本社が定めた社会貢献活動の基本方針を基本とし、その国の文化、環境、社会的状況を反映させて現地で

方針を定めている 

３．本社の社会貢献活動の方針とは別に、その国の文化、環境、社会的状況を反映させて現地での方針を定め

ている 

４．拠点ごとに方針を定めるという方針を持っている ⇒問２５へ 

５．社会貢献活動の方針は特に定めていない ⇒問２５へ 

 

問２４－１ その国の文化、環境、社会的状況は、どのように把握していますか。（該当するものすべてに○） 

１．その国の文化、環境、社会的課題を把握するための調査を行っている 

２．支援・連携先の市民活動団体等と、意見交換や協議をする機会を持っている 

３．支援・連携先ではない市民活動団体や専門家と、意見交換や協議をする機会を持っている 

４．地域社会から意見を聞く機会を持っている 

５．その他（                       ） 

 

【問２２－１でお答えいただいた国における地域貢献活動の内容】 

 

問２２－１でお答えいただいた国についてのみ、お答え下さい。 

 

問２５ 社会的弱者に対する支援として取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．貧困及び飢餓の撲滅 

２．乳幼児死亡率の低減 

３．妊産婦の健康改善 

４．女性の地位向上の推進 

５．HIV/AIDS、マラリアその他の疾病の撲滅 

６．障害者支援 

７．その他（                ） 

８．とくにない 

 

問２６ 地域の教育水準向上や人材育成のために取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．教育機関の設立 

２．教育機関への援助 

３．学習の機会の提供 

４．奨学金の支給 

５．学校などの教育現場に社員を講師として派遣 
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６．インターンの受け入れ 

７．その他（                ） 

８．とくにない 

 

問２７ 地域との交流を促進するために取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．会社施設の開放 

２．地域住民が参加できる祭りやイベントの実施 

３．地域の文化・芸術活動への助成・協力 

４．日本文化の紹介や文化交流活動 

５．地域の行事やイベントへの助成・協力 

６．その他（                ） 

７．とくにない 

 

問２８ 地域の持続可能な開発を可能にするために取り組んでいることはありますか。（該当するものすべてに○） 

１．環境の保全 

２．地域の都市計画・まちづくりへの参加・協力 

３．地域の企業に対する技術指導・支援 

４．大学や研究機関などと連携した技術開発や技能開発 

５．地域雇用の積極的創出 

６．商品や資材の地元調達 

７．その他（                ） 

８．とくにない 

 

問２９ 海外拠点における、地域との共生、地域貢献に関連する活動について、ＣＳＲ報告書やホームページ等に記

載していますか。（１つに○） 

１．記載している 

２．記載していない 

 

 Ⅵ 評価・改善・その他                                      

 

【目標の設定・評価・改善】 

 

問３０ 社会貢献活動について、一定期間における変化・改善をみるために、情報の収集や評価などを実施していま

すか。（該当するものすべてに○） 

１．社会貢献に関するデータを第三者に開示して評価を依頼している 

２．社会貢献に関し、外部の第三者との協議の場をもっている 

３．社会貢献活動の実施結果について、内部評価を行っている 

４．社会貢献活動について、社員や株主から意見を聞く機会を設けている 

５．社会貢献の実施状況について、情報の収集を行っている 

６．行っていない 

 

問３１ 社会貢献活動について、一定期間における変化・改善をみるために、評価指標（基準・項目など）を設定し

ていますか。（１つに○） 

１．設定している 

２．設定してない 

 

問３１－１ 設定している場合、具体的な評価指標（基準・項目など）をお書きください。 

（資料などがありましたら、ご記入に代えて、別途ご送付いただくか、ホームページアドレスをご記入いただい 

ても結構です） 
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問３２ 社会貢献活動に関する次年度の目標をどのように設定していますか。（該当するものすべてに○） 

１．第三者からの評価やコメントを取り入れて設定している 

２．評価の結果から得られた改善策を活かして設定している 

３．社会貢献の理念や方針に照らし合わせて設定している 

４．外部の社会貢献に関する動向を踏まえて設定している 

５．いずれにもあてはまらない 

 

【その他】 

 

問３３ 御社では、社会や地域の抱える様々な課題に応える事業をビジネスとして展開していますか。（１つに○） 

１．環境問題、少子化、若年層の失業、コミュニティの崩壊、高齢者や障害者の社会参加、差別の撤廃などに

応えるビジネスを行っている   

２．とくに行っていない 

 

問３３－１ 社会の課題に応えるビジネスを行っている場合、主な具体的事例を３つまでご記入ください。 

 

 

 

 

 

問３４ その他、これまでの質問には含まれない、あるいはこれまでの質問では充分に反映されない、御社における

社会貢献、地域との共生、社会性に関するお考え、制度、取り組みなどがありましたら、ご記入ください。（資料

などがありましたら、ご記入に代えて、別途ご送付いただくか、ホームページアドレスをご記入いただいても結

構です） 

 

 

 

 

 

 

 

～ご多忙のところ長時間にわたり、ご協力ありがとうございました～ 

 

※お手数ですが、社会貢献の取り組みに関する関連文書、報告書などありましたら、別途ご送付いただき

たく、よろしくお願い申し上げます。 

 

 


